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の構造変化 と地域の課題」をテーマにする共同研究にあたり、都市圏研究の今 日的課題を探 ることを意図
している。
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はじめに
グローバル化が急速に進むなかで、わが国の国土と地域 も大 きく変化 して、国民生活に大 きな
影響 をもたらしている。経済や産業とともに、国土 ・地域の構造変化 をマクロとミクロの両面か
ら分析することが求められている。
現在、「東海圏の構造変化 と地域の課題」 というテーマで共同研究を進めつつある。1)本稿は










































がら、暮 らしやす く活力ある都市圏の形成を促進 してい くとする。集約型都市構造への転換に
よる国土の効率的利用、具体的には中心市街地に都市機能を集積する取組みを重点的に支援 し、
既存ス トックを活用 して集約化を進めるとしている。
戦後長 らく続いた全総に代わって登場 した国土形成計画の特徴 として、中村剛治郎は次の3
点をあげる。4)第1に道州制導入の流れを前提 し、これに呼応 して準備 された国土計画である。
新 しい国土像として 「多様で自立的な複数の広域ブロック」構築を掲げているが、道州制の区
域設定と相通 じるものがある。第2に 、四全総や戦時体制下の国土計画の焼き直 しである。四
全総と同じ国土構想を示したことは、新たな夢の提案さえできなくな ったことを示す。公共部






それぞれの有する資源を最大限に活かしつつ相互に交流 ・連携 し合 うことで、その相乗効果に
より活力ある国土を形成してい くため、引 き続 き、「全国一日交通圏」の更なる充実などに向











書 を総務大臣に提出した。報告書前文で少子 ・高齢化、人口減少、厳 しい財政状況の中、地方
圏の現状は、あと少 しで、容易に引き返すことができなくなる衰退の淵にあるとし、今こそ、
東京圏への人口流出をくい止め、地方圏への人の流れを創出する積極的な政策が求められてい
る。そこで 「集約 とネットワーク」により定住 自立圏を構想 したとする。
「人、土地、ムラ」の空洞化プラス 「誇 り」の空洞化現象が起こってお り、中心市と周辺地















ことにより、規模 ・面積を拡大 し、行政主体 としての機能の強化を図るものである。都市圏と
自治体自立の意味、都市圏のなかの中心市 と周辺市町村の位置づけがかなり変化 している。
今後の地域 ・都市政策に大 きな影響 をもたらす定住 自立圏構想に対 して、いくつか疑問も出
されている。たとえば大森彌は人口5万 人以上で昼間人口が夜間人口を上回る全国190市が中
心市 となり、周辺市町村 は中心市に通勤 ・通学する人の割合が人口の10%以上を占める地域が
基本 となるとしており、構想の定住自立圏の外にある大多数の市町村の地域をどうするかが国
の施策としては重要とする。中心市が圏域を全体としてマネジメントするとしているが、対等 ・




「町村 はず し」が目立つ。第29次地方制度調査会の検討課題に 「小規模市町村 に対する方策」
として、いわゆる「特例団体」(窓口町村)の制度化 もあがっている。対象 となる窓口町村の 「線







界都市論」が注 目されるようになる。また、都市内 ・都市間の 「都市システム論」、「圏域」ア
プローチ、インナーシティ問題や郊外 ・衛星都市論などにもとづ く分析 も行われる。
大都市圏研究だけでな く、国土 ・地域政策においても 「圏域論」が重視 されるようになる。
三全総で掲げられた 「定住構想」は挫折 して、産業構造転換や国際化の進展などに伴い東京一
極集中が急速に進んでいく。多極分散型の国土形成が課題 となり、広域的な都市圏の連携が重





くと、代表的な成果として大阪市立大学経済研究所/田 口芳明 ・成田孝三編 『都市圏多核化の
展開』(東京大学出版会、1986年)がある。1983年に刊行されたOECD都市問題グループの
報告書は、加盟諸国の都市化 を分析 して、英米を主体 とするいくつかの国では、郊外の成長が
続 きながらも中心都市の人口と雇用の絶対的減少が始まる都市化の第3段 階を経て、中心都市
と郊外を合わせた都市圏全体の人口減少が始まる第4段 階に到達 していることを指摘 してい










星都市は、大阪市の経済的機能が発展 していく動 きに従属 して都市化 してきたわけで、つねに
「ワキ役」であった。 しか しいまは、府民 の3分 の2が 衛星都市に住んでお り、大阪という都
市をつ くる 「主役」の座に躍 り出てもいいのでないか。中核都市 ・衛星都市を含めた、ひとつ
の都市群、都市システムとしての大都市の構造変化が、ここに住む住民のライフスタイルとか、
生活水準といった、 くらしのあ り方にはねかえつて くる。そういう曲が り角が訪れているので
はないか。こういった大都市圏構造変化 に、まずは衛星都市の側から光をあててみようと、本







つの圏域 として構造的に分析 して課題を提起しようとしたものであ り、先の 『都市圏多核化の
展開』の方法に近い。従来の都市圏研究の成果を踏まえつつ、この圏域が大阪都市圏などと違っ
て 「多核重層型」の構造であるという問題意識による。とりあえず名古屋30キロ圏までを都
市圏域 と設定 して、その産業経済 ・行財政 ・交通 ・住民構成などの構造と開発動向を分析 して
いる。
注
1)東 海圏研究プロジェクト(座長:山 田明、顧問:山 田公平名古屋大学名誉教授)の 全体テーマは 「東
海圏の構造変化と地域の課題」である。1東海圏の地域 自治の課題を、変化 しつつある地域構造(政 治 ・


















7)解 説 「定住 自立圏に期待 と危惧」『自治 日報』2008年5月23日付を参照。
8)そ の後の主な成果 として、大阪自治体問題研究所編 『世界都市とリバブル都市』自治体研究社、1991年、
大阪市立大学経済研究所他編 『大都市圏再編への構想』東京大学出版会、2002年、大阪自治体問題研
究所他編 『関西再生への選択』自治体研究社、2003年などがある。
